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 論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
東日本大震災の発生から７年以上が経過し、復旧から復興へとフェーズは進んだものの、
人口流出・減少や高齢化が進む被災地経済の再生には多くの課題が残されている。そのよ
うな状況の中で、「観光による交流人口の拡大で地域経済の活性化を」との声も大きい。
本論文ではまず、復興と観光に関する先行研究を「ボランティアツーリズム、ダークツー
リズム、観光産業の経済波及効果」等の観点から整理し、阪神・淡路大震災後の神戸市と
中越地震後の新潟県の事例を踏まえて、震災復興における観光産業の役割を体系化した。
また、東日本大震災後の宮城県を対象に、入込客や消費額等に関わる観光統計を踏まえて、
宮城県・南三陸町・女川町の復興計画のコンテンツ分析と復興過程における観光関連事業
の事例を検討している。  
次に東日本大震災以前の小規模自治体での復興事例として、1993年北海道南西沖地震後の
奥尻町、1995年阪神・淡路大震災後の淡路市（旧北淡町を含み合併）、2008年岩手宮城内
陸地震後の栗原市を取り上げ、10年を超える長期動向から、小規模自治体の震災復興にお
ける観光産業の可能性と制約（資源賦存・開発、自治体職員・専門組織、アクセス条件等）
を確認した。第三に、旅行観光サテライト勘定（Tourism Satellite Account）を踏まえ、東日
本大震災後の旅行業・宿泊業・イベント業・飲食業・土産物等の領域で新たに生まれた要
因（組織･イベント･商品･政策等）を網羅的に抽出し、県内観光クラスターの実態把握を試
みている。  
最後に、観光産業のレジリエンス表現として、観光客入込数を指標とする「観光資源を活用
した復旧（復興）モデル」の独自概念を提示している。そこでは、災害時に落ち込んだ入込客
の回復過程において、ボランティア観光・復興イベント・新施設整備・語り部活動等の新
たに導入された諸要因の累積的効果が、時間差を伴って発現・終焉する状況がモデル化さ
れている。  
より長期のモニタリングと観光産業の有効性評価を続けるためにも、上記サテライト勘定
に従ったデータ整備と評価体制が必要であるとの提言もなされており、本論文は、復興８
年目を迎える現時点での宮城県の総括的実態評価を試みた貴重な成果として高く評価がで
きる。今後は、上記提言の具体化に向け、定量的な観光行動の実査と分析を行い、復旧（復興）
モデルの精緻化の作業を進めることが求められよう。以上の成果から、本論文は、博士（経済学）
の学位を授与するに相応しい内容であると判断する。 
 
